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公共事業改革 と空港(1)




2001年 の 「構造改革」から2009年8月 の本格的な政権交代の動向を踏まえつつ、本稿では空港に
焦点をあて、公共事業改革の方向と現実を検討する。空港の行財政 システムと空港整備の展開を
概観 して、 とりわけ空港乱立をもたらした空港整備特別会計に注 目する。地方圏 ・大都市圏の空
港の現実 と問題点を示 して、空港政策の改革方向をさぐっていきたい。
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はじめに
航空と空港をめ ぐる2つ のニュースが話題になっている。 日本航空(JAL)は2010年1月19





JALシ ョックに注 目が集まるなかで、3月11日 に茨城空港が開港 した。 自衛隊 との共用空港




円のうち3分 の2が 国負担であり、県負担は約70億 円という。維持管理も国が担 うため、県にとっ
ては持ち出しの少ないお得な空港だそうだ。
50年 ぶりに本格的な政権交代が実現 し、公共事業改革 も焦点になっている。新政権が誕生 して
最初に話題になったのがダム問題である。前原国土交通相は八 ッ場 ダムと川辺川 ダムの建設中止
を宣言 し、全国143の ダムの全面見直 しを提起 した。なかでも八 ッ場ダムは首都圏の多 くの自治













戦後 日本の公共事業は、経済社会や行財政などから大 きく3つ の時期に区分できる。第1期 は
戦後の経済復興から高度成長の時代、第2期 は1973年 の第1次 石油 ショックから1980年代後半の

























2009年8月 の総選挙で国民の多 くが民主党に期待 して、歴史的な政権交代を実現させた。新政
権は 「コンクリー トから人へ」のスローガンのもとに、公共事業の分野でもパ ラダイム転換 とい
える改革をスター トさせた。それまでの自民党政治の大 きな特徴の一つは、中央省庁を媒介 とし
た公共事業中心の利益配分 システムであった。公共事業は全国にばらまかれて自治体 と建設業者
らを潤 し、政治家には利権 と集票という恩恵がもた らされた。「政官業ゆ着」 ともいわれた、 こ
うした構図が日本を世界で もまれな 「土建国家」 に押 し上げた。2)新政権はこうした公共事業 シ
ステムに対 して、 どのように改革を進めてきたのか。
前原国土交通大臣によれば、公共事業改革のイメージは次のようであるが、改革には課題 も山
積 している。3)公共事業の縦割 り行政については、2010年 度予算で補助金行政の改革に着手 した。
民主党のマニフェス トでは、「ひもつき補助金」をやめて 「一括交付金」にする方針であり、国















OverheadCapital、SOC)を 次のように定義 している。「SOCは 、通常、それな くしては第1次 、





運輸(交 通)社 会資本のなかで、道路や港湾 と比べて空港の歴史は新 しく、社会資本 として注
目されるのも最近のことである。本格的な航空輸送は、世界的にみても第2次 大戦以降であり、
空港社会資本もそれに合わせて重要性を増してくる。第1次 大戦の頃は 「飛行船時代」 と呼ばれ、









復興期の1951年 になり、ようやく国内定期航空の再開が許可され、羽田 ・伊丹 ・千歳 ・板付 ・三
沢 ・岩国の各飛行場に定期便が就航 したが、 これらの飛行場すべてが占領軍の管理下におかれた。





空港整備 システムの要 となる空港整備法は、第2条 で空港 とは 「主 として航空輸送の用に供す
る公共用飛行場」 と定義 している。2008年6月 の法改正により、空港整備法は 「空港法」 と名称
が変更され、空港の区分 も見直された。それまでは 「国際航空路線に必要な飛行場」 として第1










航空需要の増大に対処 していくために、1967年 に空港整備5ヵ 年計画(第1次 空整)が 策定され
た。公共事業長期計画のなかで、道路が1954年 、港湾が1961年 であり、空港の長期計画策定は遅
かった。第1次 空整の目標達成 とその財源をまかなうために、1970年 に空港整備に関わる財政 シ
ステムとして空港整備特別会計が創設された。特別会計は国による空港整備の一元的な財政 シス




利用者負担の適正化を通 じて所要資金の確保を図る必要がある。 このような要請に対処 して空港
の整備 と維持運営について経理を明確にすること」8)とされる。財政 システムの側面からも事業
費を一般会計か ら切 り離 して、特別会計で空港整備の収支が明確 にされた。航空事業者などが
「公租公課」 とよぶ空港使用料を主要財源としており、利用者負担の割合が道路や港湾と比べて
かなり高い。利用者負担をいったん特別会計に集約 して、そこから空港整備費を特定財源 として
捻出する。道路 と同じように 「プール制」をとり、全国規模で空港整備を展開する財政 システム
である。
空港整備の財政 システムとして重要な役割を果たしてきた特別会計は、行政改革推進法による
特別会計改革により、2008年 度から他の4特 別会計(道 路 ・治水 ・港湾 ・都市開発資金融通)と
統合され、社会資本整備事業特別会計 となった。現在は社会資本整備事業特別会計 「空港整備勘
定」 として運営されているが、空港整備の財源スキームに大 きな変更はない。2008年 の空港整備
勘定の収支をみると、歳入は空港利用料収入(航 行援助施設利用料収入 ・着陸料等収入)が40%
と最大であり、一般会計より受入(航 空機燃料税 ・一般財源)が28.4%、 雑収入等18%、 財政投
融資13.4%と なっている。一般会計 も3割 近 くをしめているが、その6割 は航空機燃料税の繰入
れによる。歳出は空港整備事業63.3%、 空港等維持運営費等26.1%な どで、最大の空港整備事業
は羽田の機能向上 と再拡張(沖 合展開)が 大半を占めている。
空港整備5ヵ 年計画が1967年 に策定されたが、空港整備は社会資本充実政策のなかでも遅れが
ちであった。第1次 計画(1967～71年 度)は1150億 円の計画投資額でスター トしたが、事業がう
まく進展 しないので4年 目で打ち切 られ、計画達成率は55%に とどまる。第2次 計画(1971～75
年度)の 計画投資額は5600億 円に増え、第1次 計画では端役であった航空機騒音対策費が環境対
策費 と名称変更 し、空港整備計画の主役の座 につ くことになる。環境対策費は計画時の410億 円
から962億 円に2.35倍 に増加 し、全体の達成率 も77%に 上昇する。1兆 円となった第3次 計画
(1976～80年 度)に おいて も、環境対策費が3割 を占め最大となる。第3次 ない し第4次(1981
～85年度)頃 から、航空政策に空港政策が位置づけられるようになり、地方空港のジェット化へ
の対応が重点的に進められる。
1980年代に入 ると、地方空港整備 とともに大都市圏の空港整備にも重点がおかれる。第5次 計
画(1986～90年 度)で は国際的な航空ネットワーク整備が重点課題 となり、成田と関西の2期 工
事、羽田の沖合展開という3大 プロジェク トが具体化される。計画の達成率は第4次 計画で62.4
%ま で下がったが、第5次 計画からは100%を 上回るようになる。
第4次 計画の1980年 代前半は国の財政再建=行 政改革が焦点 となり、公共事業費は歳出カット
の草刈 り場 となる。空港整備 も財源面から制約されるとともに、民間活力の活用が求められた。
関西空港の事業主体は当初、成田のような全額政府出資の公団と、地方 自治体等の出資による第




1991年 に閣議決定された第6次 計画(1991～95年 度)は 、「空港整備の総仕上げ」として3大
プロジェクトを最優先課題 としつつ、地方空港充実 も強調され大盤振 る舞いの計画 となった。 こ







空港 ・港湾などの重点整備が方向づけられる。 日米構造障壁に関する米国の 「政策実行計画提案」
に次のように書かれている。9)日本の輸送体系の基礎構造一空港、航空貨物の処理施設、倉庫、
道路網、通関施設など一はいずれも先進国としては不十分であり、流通のための時間とコス トを
増大 している。 日本の不十分な空港施設は国際航空貨物サービスのコス トを増大 させており、地
方空港を含む既存の空港を国際航空便に直ちに開放すること、95年 度までの5ヵ 年計画をとくに
輸入への影響に重点をおいて再検討することなどを政策実行提案する。関西空港の拡張計画 とと












港 も相次いで開港 した。 このように日本の空港整備は、空港整備5ヵ 年計画(7ヵ 年)計 画にも
とついて実施されてきた。空港をはじめ9本 の事業分野別計画 として策定されていた公共事業長
期計画は、2003年 に社会資本整備重点計画に一本化された。2009年 に閣議決定された重点計画
(2008～12年 度)で は、航空ネットワークの拡充として首都圏の拠点空港は整備の推進と成田 ・
羽田の一体的活用、関西 ・中部については国際拠点空港にふさわしい路線の開設や増便を推進す
るとしている。一般空港については、離島を除き新設を抑制するとともに、従来の量的拡大か ら、
ハー ド・ソフトの組み合わせ、既存ス トックを最大限に活用することを提起 している。
3.空 港の現実と課題
日本の空港は2009年4月1日 現在、全体で106あ る。2008年6月 に改正された区分によると、
拠点空港28、 地方管理空港55、 その他の空港10、 共用空港7、 非公共用飛行場6で ある。空港の
中心をなす拠点空港は、成田 ・関西 ・中部の会社管理空港(3)、 羽田や新千歳などの国管理空
港(20)、 旭川などの特定地方管理空港(5)か ら構成されている。
非公共用飛行場を除いても空港は100を 数えるが、2010年3月11日 に新たに茨城空港が開港 し
た。 この空港は自衛隊百里基地との共用空港であるが、開港当初は定期国内線の就航予定がない、
きわめて珍 しい空港である。開港1ヶ 月余に迫 った2月 、初の国内線 となるスカイマークの神戸
便の就航が決まった。運行するスカイマークは格安運賃、茨城空港は運用 コス トの低さをそれぞ
れ 「売 り」にしており、両者の思惑が一致 したという。当初の韓国アシアナ航空のソウル便1日
1往 復だけだと、搭乗率75%と 想定 して も年間旅客数は全体で7.7万人にとどまる。国の需要予
測では、北海道など4路 線で年間81万人を見込んでいたので、開港当初から 「首都圏3番 目の空
港」の行方が懸念される。
国内最後の空港などと呼ばれる茨城空港は、本体工事費220億 円のうち3分 の2が 国負担で、
県負担は約70億 円である。肝心の旅客機が1日1往 復 しか当初は飛ばない空港だが、 もろもろの
関連事業が開港前に実施 されている。アクセス道路や無料駐車場だけでなく、約109億 円をかけ













おり、厳 しい自治体財政を圧迫 している。(毎 日新聞2009年12月19日 、夕刊)
朝 日新聞2009年10月23日 付 も 「地方空港存亡の危機」 と厳 しい現実を伝える。 日航撤退は各地
に大 きな衝撃を与えたとして、6月 に開港 した静岡空港をとりあげる。国内6路 線のうち、 日航
は福岡と新千歳の2路 線で、搭乗客数は全体の4割 以上を占める。開港前の2003年 の県の需要予
測では 「国内線106万 人」だが、実際は国内6路 線がすべて満席で も74万人に しかな らない。空
港の施設管理や人件費に年間6,8億円かかるのに、09年 度の収入見込みは2.5億円である。 日航 は
かなりの着陸料を支払 う 「大口得意先」であり、 日航撤退は静岡空港にとってまさに死活問題 と
なる。
なぜ地方空港が乱造されてきたのか。読売新聞2010年1月23日 付は日航の経営幹部OBの 「需
要のある所に空港を造 ったんじゃなくて、空港を造 るために需要を創 り出したんだから」 という
体験を紹介 している。東北地方のある空港建設に携わったときのこと、はじき出した需要予測は
国内線が年15万 人、国際線は最大で年5万 人。 ところが、当時の運輸省の幹部から面罵された。
「ばか野郎、 こっちは空港を造 るための数字がほしいんだよ。80万 とか100万 で もってこい。」仕







ある。1.1兆 円強の有利子負債を抱えなが ら、航空会社の乗 り入れや乗客が増えず、国の補助で
何 とか持ちこたえている。9000億 円にものぼる2期 工事(第2滑 走路)の 負担はあまりに大きい。
さらに日航などの撤退により、経営悪化に拍車がかかる。大阪周辺には関西空港のほか、伊丹 と
神戸の3空 港が乱立 しており、3空 港のあり方が間われている。
開港5周 年を迎えた中部空港 も厳 しさを増 している。2005年 の愛知万博 「特需」で好スター ト
を切 ったが、 ここにきて経営環境が急激に悪化 してきた。 トヨタショックや日航撤退などの影響
で、就航便数は過去最少まで落ち込み、旅客 ・貨物の減少に歯止 めがかからない。空港会社 は
2009年3月 から大幅減収 となり、2年 連続で税引き後赤字になる。中部空港の場合、空港本体の
苦境 もさることながら、「前島」開発という関連事業 も大きな問題を抱えている。愛知県企業庁






この基本方針では、はじめに 「空港整備は、配置側面から見れば概成 したものと考えられる」 と
する。空港政策の重点が、「整備」か ら 「運営」にシフトし、既存ス トックを最大限に活用す る
ことを基本 とするなかで、法律の名称 も空港整備法から空港法へと改められた。
基本方針策定に当たっての留意事項 として、①航空の安全の確保、②航空政策 との整合 ・協調
的取組、③他の関連政策(観 光立国推進施策など)と の整合 ・協調的取組の3点 をあげる。②の
なかで、「空港はこれを利用 して離着陸する航空機があってこそ機能するものであり、航空ネッ
トワークを構成する重要な要素 としてその役割を果たすことが求められる」 としている点は、 日
本の空の現実をみると示唆的である。同様に、空港の意義 と機能に関して 「空港は、単体では機
能 し得ず、他の空港 と航空機によって結ばれ、路線が構築されて始めて機能するという意味で、
『ネットワークの基盤』であるという特性を有 している。」 くわえて空港は 「地域における拠点」
「サービスの拠点」「安全 ・安心の拠点」「公共インフラ」としての機能を果た していると指摘す
る。
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　化 を推進 。2.将 来 において、空港 整備 特別会計の独法化等 の検討 を行 うに当た って は、①着陸料等 の
　 自己収入を歳出が大 き く上回 る状況 が続 き、独立採算制 は当面困難。 多額 の借入金の償還 にめどをつけ
　 る必要。 ②航空管制 は、交通警察 と同様 に公権力の行使、ハ イ ジャック ・テ ロ ・有事の対応、米軍 や目
　衛 隊 との空域調整等 が必要。3.空 港整備特別会計の保有す る国際拠点空港の株式売却 収入 については、
　大都市 圏拠点 空港の国際競争力強化、空港 特会の財源状況等 の諸課題 を踏 まえつつ、 その具体的 な活用
　方針 を検討。
